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１．はじめに 

 

人口減少局面に入ったわが国は、高齢化が一層進展

するものと想定されており、その傾向は大都市郊外地域

においても同様である。都心ほど密度がない大都市郊外

地域では、個人の移動の全てを公共交通で支えるのは難

しく、ある程度は自動車を利用せざるをえない現状があ

る。特に今後高齢化する世代は、自動車利用に慣れてい

る人々が多く、より自動車が利用されることが考えられ

る。その結果、交通手段の選択肢が広がり、大都市郊外

地域の高齢者の交通行動が多様化することが考えられる。 

また、大都市郊外地域の中にも地域差があり、駅周

辺地区とその郊外部では、高齢者の交通行動はかなり異

なることが予想される。それぞれの地域において、自動

車や既存のバス路線が、どの程度高齢者の活動機会を支

えているか、実態は明らかになっていない。 

そこで本研究は、大都市郊外地域における高齢者の

モビリティの実態として、本研究では原単位・外出率と

分担率に着目し、その経年変化を明らかにし、今後の交

通政策立案のための基礎的データの一つとなることを目

的とする。研究対象として、バスのＬＯＳが駅からの距

離によって異なり、自動車を利用する環境が整っている

東京西南部の郊外地域の2つの都市（厚木市、愛川町）

を対象にする。具体的には昭和63年と平成10年のパー

ソントリップ調査を用いて、都市圏平均と大都市郊外地

域との差、大都市郊外地域の中での地域差、経年変化を

分析する。 

 

２．厚木市、愛川町の現状 

 

厚木市と愛川町は、都心（新宿）から小田急小田原

線で約1時間程度の急行停車駅である本厚木駅を拠点駅

とし、南北に連なる都市である。バス路線は本厚木駅を

ターミナルとして、厚木市から愛川町かけて放射状に伸

びている。 

今回の分析に当たって、パーソントリップ調査のい

くつかの小ゾーンをまとめて、3つの地域に分類する。

本厚木駅から約2km以内の小ゾーンを近距離地域、約2k
m以上の厚木市内のゾーンを中距離地域、愛川町のゾー

ンを遠距離地域と定義する（図１参照）。 

2つの都市の人口・人口密度を図2に示す。厚木市は

現在も人口増加が続いる地域である一方、愛川町は199
0年代にピークを迎え、緩やかに人口減少している地域

である。厚木市は人口の85％が人口集中地区に住み、

愛川町は人口の約58％が人口集中地区に住んでいる。 
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図 1 厚木市・愛川町  
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３．年齢階層別 原単位（グロス・ネット）・外出率 

 

 図3に平成10年の東京都市圏平均と各地域の原単位 
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平成10年 近距離
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平成10年 中距離
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平成10年 遠距離
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図 3 地域別年齢階層別 原単位・外出率 

（グロス・ネット）、外出率を示す。この図から、若年

層は大都市郊外地域の各地域も東京都市圏と大きな差は

なく、高齢者と比べて高い原単位と外出率であることが

わかる。しかし65歳以上に着目すると、都市圏平均よ

りも大都市郊外地域のグロス原単位や外出率が低い傾向

にあることがわかる。特に郊外部の中距離・長距離の地

域は、高齢になるに従って、グロス原単位と外出率の低

下が顕著である。大都市郊外地域の郊外部（中・長距

離）では、外出率が低く、モビリティを確保していると

は必ずしもいえない状況である。 
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図 4 地域別年齢別年次別 グロス原単位・外出率 

 

図4は高齢者平均と前期・後期高齢者に分け、昭和63
年と平成10年でのグロス原単位と外出率の経年変化を

示したものである。この図から、グロス原単位と外出率

において、近距離の地域では昭和63年と平成10年で大

きな差がないことがわかる。逆に郊外部（中・長距離）

では、高齢者の原単位と外出率が大きく増加したことが

わかる。その傾向は特に前期高齢者において顕著である。

しかしながら、郊外部（中・長距離）の後期高齢者にお

いては原単位・外出率が増加したものの、未だに近距離

地域に住んでいる後期高齢者の水準には達していない。

一方、東京都市圏のグロス原単位・外出率の高齢者平均

はそれぞれ1.56（トリップ/日・人）・57.8（％）であ

り、対象とした３つの地域はこの水準に届いていない。 

 

４．代表交通手段分担率 

 

 図5は地域別に65歳以上の代表交通手段分担率を年次

別に示したものである。この図から東京都市圏平均と近

距離地域の分担率のグラフ形が比較的似ていることがわ

かる。近距離の地域では、バス・自動車の分担率が都市

圏平均よりも高い。経年変化をみると、都市圏平均・近

距離地域ともに、バスの分担率がわずかに減少し、自動

車の分担率が増加している。一方、郊外部（中・長距離

地域）は、都市圏平均とグラフ形がかなり異なる。バス



の分担率が大きく減少し、自動車の分担率が大きく増加

していることがわかる。特に中距離地域では、その変化

が著しい。 

 図6は地域別に20～64歳の代表交通手段分担率を年次

別に示したものである。若年層に関しても、バスの分担

率が減少し、自動車の分担率が増加したことがわかる。

しかし、その変化は高齢者のほど顕著ではない。 
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図 5 年次別地域別代表交通手段分担率（65歳～） 
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図 6 年次別地域別代表交通手段分担率（20～64歳） 
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図7は地域別に前期高齢者・後期高齢者の代表交通手

段分担率を年次別に示したものである。この図から、ど

の地域の前期・後期の高齢者に関わらず、自動車の分担

率が増加し、バスの分担率が減少していることがわかる。

さらに、特に郊外部（中・長距離）の前期高齢者におい

て、自動車分担率が著しく増加していることがわかる。 

 

５．自動車保有の有無別 グロス原単位・外出率 

 

 図8は使用可能な自動車の保有の有無別にグロス原単

位と外出率を地域別に示したものである。全体的に自動

車保有者の方がグロス原単位・外出率ともに高いことが

わかる。さらにその傾向は、高齢になるにつれて顕著に

なっている。近距離地域では、後期高齢者において差が

広がっていることがわかる。郊外部（中・長距離）では、

前期高齢者においてグロス原単位・外出率ともに差が大

きいことがわかる。郊外部（中・長距離）で自動車を保

有していない高齢者のグロス原単位・外出率は低く、こ

の地域のモビリティは自動車に依存している様子がうか

がえる。 

 図9は使用可能な自動車の保有の有無別・地域別に高

齢者平均（65歳以上）のグロス原単位・外出率を示し

たものである。この図から、近距離地域のグロス原単位

よりも、郊外部（中・長距離）で自動車を保有している

高齢者のグロス原単位の方が高いことがわかる。また、

近距離地域と比べて郊外部（中・長距離）では、自動車

の有無によるグロス原単位・外出率の差が大きい。また、

経年変化をみると、近距離地域では昭和63年と平成10
年で大きな変化はない。しかし、郊外部（中・長距離）

の自動車を保有している人々は外出率・グロス原単位に

関して、大きな経年変化がみられる。これは平成10年
の高齢者がより自動車を使用するようになり、モビリテ

ィに大きな差が生じたと考えられる。
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 図 8 自動車の有無別グロス原単位・外出率（65～） 

 



平成10年　近距離
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図 10 域別自宅－私事集中トリップ分布割合(65歳～) 
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図 11 地域別自宅－私事集中トリップ分布割合 

 平成10年　遠距離
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７．まとめ 

 

本研究では、ＰＴ調査を用いた分析から、大都市郊外

地域における高齢者のモビリティの実態を明らかにした。

大都市郊外地域は総じて、東京都市圏平均に比べて原単

位・外出率が低い地域である。しかし、東京都市圏と同

様に、グロス原単位・外出率は、昭和63から平成10年
にかけて全体的に増加している傾向にある。ただし、同

じ大都市郊外地域であっても駅から近距離の地域とその

郊外部では、原単位・外出率・交通手段分担率に関して

地域差があり、一様ではないことを示した。 図 9 自動車保有の有無別 グロス原単位・外出率 

特に郊外部（中・長距離）では、昭和63から平成10
年にかけてグロス原単位・外出率が大きく増加している。

しかし、この現象は使用可能な自動車を保有した一部の

高齢者が全体の平均値を押し上げているに過ぎない。郊

外部（中・長距離）の自動車を保有していない人びとの

グロス原単位・外出率は依然として低い。今後、高齢者

だけの老夫婦・単身世帯が増加していくことを考えれば、

このような状況は社会的疎外を生じさせる原因になるこ

とが考えられる。 

 

６．自宅―私事集中トリップ数の分布割合 

 

 図10、図11は自宅－私事トリップの分布を本厚木駅

前ゾーンとそれ以外のゾーンにわけて集計して示したも

のである。図10から、駅から遠ざかるにつれて、駅前

への集中トリップの割合が低くなることがわかる。また、

昭和63年の時点では、高齢者のアクティビティを駅前

が支えていたことがうかがえるが、平成10年にかけて

駅前ゾーンへのトリップが減少傾向にあるのがわかる。

図11の全体的な分布傾向と比較すると、高齢者の駅前

離れがより進んでいることがわかる。 

また、大都市郊外地域の郊外部（中・長距離）におい

て、バスの交通手段分担率が急激に減少していることが

明らかになった。 

 

 


